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上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい

ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。 

 

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無に関わらず、株主の皆様

に電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りい

たします。 



業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況 

１．業務の適正を確保するための体制 

「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム構築の基本方針）」に関する取締役会決

議の内容は次のとおりであります。なお、当社は、2025 年６月 26 日開催の第 129 回定時株主総会

決議に基づき、同日付で監査等委員会設置会社に移行しており、以下の記載は移行後の内容となり

ますが、移行前においても、監査役会設置会社として同様の体制を整備・運用しています。 

「内部統制システム構築の基本方針」 

 経営トップ以下全役職員は、実効性のある内部統制システムの構築に努め、常にこれを見直し

体制整備を図る。 

 

（１）取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

① 取締役会は、「グループコンプライアンス方針」を定め、経営理念のもと、法令・社会的規

範・倫理を踏まえ、役職員一人ひとりが誠実で公正な行動を行うための指針とし、法令遵

守を徹底する。 

② コンプライアンス体制の維持・向上を図るため、社長を委員長とする「リスク管理・コン

プライアンス委員会」を設置し、コンプライアンスに関する年間計画（重点方針等）を審

議し、実施状況を含め取締役会に報告する。 

③ リスク管理部所をはじめ各本部は規程整備や教育研修等の諸施策を推進する。 

④ 社内外に受付窓口を持たせた「ホットライン制度（内部通報制度）」を整備し、通報者の保

護に配慮してコンプライアンスに関する事案の早期発見と解決を図る。 

⑤ 被監査部門から独立した監査部を置き、各部所の法令・社内規程等の遵守状況を監査する。 

⑥ 金融商品取引法その他の法令に基づき、財務報告が適正に作成されるための体制を整備

し、運用する。 

⑦ 反社会的勢力との一切の関係を遮断するとともに、これら反社会的勢力に対し会社として

毅然とした態度で対応する。 

 

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

① 取締役会議事録、稟議書、その他の職務執行に係る情報に関する「文書管理規程」を定

め、当該規程に従い適正に保存し、管理する。 

② 各取締役及び監査等委員会の要請があるときは、上記情報を閲覧に供する。 

 

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 取締役会は、「グループリスク管理方針」を定める。 

② 「リスク管理・コンプライアンス委員会」は、経営に重大な影響を及ぼすリスクの調査・

分析・評価を行い年度ごとに「重点管理リスク」を選定・審議し、実施状況を含め取締役

会に報告を行う。 

③ リスク管理部所はじめ各本部はリスクを予防・軽減するための諸施策を推進し、各本部の

長は、「内部統制全般に関するリスク管理の状況」について、定期的にリスク管理・コン

プライアンス委員会及び取締役会に報告する。 

④ 取締役会は、「危機管理規則」を定め、重大な災害・事故等が発生し社長が緊急事態と判断

した場合には、社長は対策本部の設置など、事業を継続するための必要な措置を実施する。 

 

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 社内規程を整備して、職務権限と意思決定の手順を明確化し、効率的な事後の検証を可能

とさせ、適正に職務が行われる体制を維持推進する。 

② 業務執行に関する重要事項については、経営会議または執行役員会において審議し、社内

規程に基づき取締役会で決議する。  
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③ 取締役会は、ホーチキグループの経営計画を決議し、経営方針及び経営目標を明確にする。 

④ 取締役会は、経営計画を具現化するために年度予算を承認し、四半期毎に進捗を把握する。 

 

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

① 取締役会は「グループ会社経営管理規則」を定め、担当本部によるグループ会社の業務管

理の実施やグループ会社社長を招集した定期的な経営会議の開催など、グループ会社の経

営内容を適時、的確に把握し、緊密な連携をとるとともに重要案件につき協議・決定する

体制とする。 

② 当社は役職員を取締役として重要なグループ会社に派遣し、グループ会社の取締役の職務

執行、及び事業全般に対して監督を行う。また、グループ会社取締役は内部統制に関する

重要な事項を定期的に当社経営会議及びグループ会社の取締役会に報告し、コンプライア

ンス上の問題を発見した場合は、速やかに担当本部を通じリスク管理・コンプライアンス

委員会に報告する体制とする。   

③ グループ会社は「グループコンプライアンス方針」、「グループリスク管理方針」等を共有

し、周知徹底と体制整備に努める。 

④ グループ会社は金融商品取引法その他の法令に基づく財務報告体制の整備・運用を行い、

当社は必要な監査を行う。さらに、海外グループ会社は現地の会計制度や法規制等に対応

するため、財務報告体制はじめ適切な体制の整備・構築に努める。 

⑤ グループ会社はその規模と目的に応じた職務権限規程等と業務執行体制を整備し、ホーチ

キグループの経営計画に沿った経営方針及び経営目標による経営を推進する。 

 

（６）監査等委員会の職務を補助すべき使用人、その使用人の独立性、及び使用人に対する指示の

実効性に関する事項 

① 監査等委員会の要請があった場合、監査等委員会の職務を補佐する職員を配置する。  

② 当該職員の人事については監査等委員会の同意を得るものとする。 

③ 当該職員は監査等委員会の職務補佐の遂行に際し取締役の業務執行とは独立し、監査等委

員会の指揮命令下で業務を遂行する。 

 

（７）取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会への報告に

関する体制 

① 当社役職員は、当社及びグループ会社に重大な損失を及ぼすおそれのある事実や役職員に

よる違法または不正な行為を認識したときは、監査等委員会に報告する。  

② 当社及びグループ会社の役職員は、監査等委員会からのヒアリングまたは調査依頼に対

し、協力するものとする。  

③ 監査等委員会は、監査部、リスク統轄部所、及びグループ会社監査役から定期または随時

に法令遵守とリスク管理の整備・運営状況について報告を受ける。  

④ 当社は、監査等委員会へ報告を行った当社及びグループ会社の役職員に対して、当該報告

を行ったことを理由として不利益な取り扱いを行わない。 

 

（８）監査等委員会の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 当社は、監査等委員会または監査等委員の職務の遂行に必要な費用はその請求に応じて支払う。  

 

（９）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 監査等委員会は、代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、また監査部及び会計監査

人との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図る。   

② 監査等委員は、取締役会はじめ経営会議・執行役員会など重要会議に出席し、意見を述べる。 
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況 

当社では、上記方針に基づいて、内部統制システムの整備とその適切な運用に努めております。

当事業年度における当該体制の運用状況の概要は次のとおりであります。 

 

（１）取締役の職務の適正及び効率性確保に関する取り組み 

取締役会を 13 回開催し、取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合するとともに、

適正な経営判断がなされるよう、各議案についての審議、業務執行状況の報告、監督を行い、

取締役の職務執行の適正性及び効率性の向上を図りました。 

 

（２）リスク管理・コンプライアンスに関する取り組み 

リスク管理・コンプライアンス委員会を５回開催し、リスク管理については、経営に重大な

影響を及ぼすリスクの中から「重点管理リスク」を選定し、リスクの予防・軽減を図りました。

また、各本部で実施したリスク管理状況は、本部ごとに取締役会に報告し、確認を受けており

ます。 

コンプライアンス推進については、当社グループの役員・社員に向けて、コンプライアンス

の重要テーマに関する行動チェックを実施するとともに、当社役員及び昇格者を対象としたコ

ンプライアンス研修を行う他、テーマ別研修を実施することにより、コンプライアンス意識の

向上に努めました。 

 

（３）監査等委員会監査の実効性確保に関する取り組み 

監査等委員会は、本社・支店・工場並びにグループ会社への往査・ヒアリングに加え、リス

ク管理・コンプライアンス委員会はじめ社内の重要会議への出席を通じ、内部統制システムの

整備・運用状況を確認いたしました。また、監査部はじめ各リスク管理部所から、内部統制に

関する重要事項や活動状況の報告を受け、監査の実効性を高めました。 

監査等委員会は、会計監査への立会いやヒアリングを通じ、会計監査人と連携し会計監査人

の職務執行状況を確認いたしました。 

監査等委員会は、代表取締役・社外取締役と定期的に意見交換を行い、認識共有を図りまし

た。 

 

（４）当社グループにおける業務の適正確保に関する取り組み 

当社グループ会社の経営管理につきましては、「グループ会社経営管理規則」に基づき、重要

案件は経営会議で協議、決定するとともに、各グループ会社の経営状況を適時・的確に把握す

るため、グループ会社社長を招集した経営会議を定期的に開催いたしました。また、組織的に

グループ経営に対応したモニタリングも実施いたしました。 

 

会社の支配に関する基本方針 

１．会社の支配に関する基本方針 

上場会社である当社の株式は、譲渡自由が原則であり、株式市場を通じて多数の投資家の皆様よ

り、自由で活発な取引をいただいております。よって、当社の財務及び事業の方針を支配する者の

在り方についても、当社株式の自由な取引により決定されることを基本としております。したがっ

て、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するものではな

く、最終的には株主の皆様の意思により判断されるべきであると考えております。 

一方、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、経営の基本理念、企業価値

の様々な源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を維持し、当社の企業価値及び株主

共同の利益を中長期的に確保し、向上させる者でなければならないと考えております。したがっ

て、企業価値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大規模買付提案やこれに類似

する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考え
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ております。 

なお、大規模買付提案やこれに類似する行為があった場合には、直ちに情報の収集に努め、当

該行為が当社に与える影響を分析し、基本方針に照らして不適切な者と判断した場合には、最も

適切な措置をとってまいります。また、必要に応じ当社の考え、意見などを株主の皆様の判断材

料となるよう開示いたします。 

 

２．基本方針の実現に資する取組み 

当社では、当社の企業価値及び株主共同の利益を向上させることにより、多数の投資家の皆様

に長期的に継続して当社に投資していただくため、下記（１）の基本方針のもとに下記（２）の

施策を実施しております。 

（１）当社の経営の基本方針 

当社グループは、グループの存在意義や使命を定める経営理念（Mission）として、「人々に

安全を」「社会に価値を」「企業をとりまく人々に幸福を」を掲げております。 

また、中長期経営計画「GLOBAL VISION2030」（2024～2030 年度）において、実現したい姿

（Vision）として「人と技術の力で世界中に Life Safety を創造する」を掲げ、「火災から人

命・財産を守る」という中核を維持しつつ、世界中の人々に安心かつ快適な人生・生活を提供

するという思いのもと、事業活動を通じた社会課題の解決を目指してまいります。 

 

（２）中長期的な企業価値向上のための取組み 

当社グループは、上記の経営理念のもと、グローバルに事業を展開しております。メーカー

として、将来に向けた基礎研究や要素技術開発を強化するなど、中長期の視点で「モノづくり

力」を高めるとともに、高品質でコスト競争力のある製品を適切な納期で提供できるよう、グ

ローバルでのサプライチェーンの体制整備を図っております。 

 

３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを

防止するための取組み 

上記のとおり中長期的な企業価値及び株主共同の利益の向上を目指し当社の経営にあたってま

いります。そのためには、株主様をはじめお客様、取引先、従業員等ステークホルダーとの間に

十分な理解と協力関係を構築することが不可欠であります。当社は、平素より適正なる企業運営

や適切な情報の開示に努め、当社のより良き理解者としての株主の皆様を増やしていくことに取

り組んでまいります。 

 

４．当該取組みが基本方針に沿い、当社の企業価値及び株主共同の利益に合致し、当社の会社役

員の地位の維持を目的とするものでないことについて 

上記の取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するためのものであ

り、当社の株主共同の利益を確保し、また、上記の基本方針に沿うものであります。さらに、

これらの取組みは、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しておりま

す。 
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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(１)連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 15社
・連結子会社の名称 ホーチキ商事株式会社

ホーチキ茨城電子株式会社
関西ホーチキエンジニアリング株式会社
水戸ホーチキ株式会社
株式会社ディーディーエル
ホーチキアメリカコーポレーション
ホーチキヨーロッパ（U.K.）リミテッド
ホーチキオーストラリアPTYリミテッド
ホーチキサービスS.de R.L.de C.V.
ホーチキメキシコS.A.de C.V.
ケンテックエレクトロニクスリミテッド
ホーチキミドルイーストFZE
ホーチキアジアパシフィックPTEリミテッド
ホーチキイタリアSRL a s.u.
ホーチキタイランドリミテッド

(２)会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券
・市場価格のない株式等
　以外のもの

・市場価格のない株式等 主として、移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産

製品、仕掛品、工事材料 主として、先入先出法による原価法を採用しております。
製造材料 主として、移動平均法による原価法を採用しております。
特注製品・仕掛品 主として、個別法による原価法を採用しております。
(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産
(リース資産を除く)

時価法を採用しております。
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

主として、定率法を採用しております。ただし、1998年４
月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。
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無形固定資産

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

③重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

役員賞与引当金

工事損失引当金

製品補償引当金

役員退職慰労引当金

役員株式給付引当金

④退職給付に係る負債の計上基準

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年以内）に基づく定額法を、その他の無形
固定資産については、定額法を採用しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。
IFRS第16号「リース」の適用
一部の在外連結子会社においてIFRS第16号「リース」を適
用しており、当該リース資産はリース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額法を採用しております。

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会
計年度末における支給見込額に基づき計上しております。

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度
末における手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、
その金額を合理的に見積もることができる工事について、
損失見込額を計上しております。

販売済み製品の補償費用などに備えるため、合理的に見積
もられる金額を計上しております。

一部の子会社においては、役員の退職慰労金の支出に備え
るため、役員退職慰労金の内規に基づく当連結会計年度末
における所要額を計上しております。

株式交付規程に基づく役員等への当社株式の交付に備える
ため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に
基づき計上しております。

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に
基づき、退職給付債務から年金資産を控除した金額を計上しております。
過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（13年）による定額法により按分した金額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利
益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
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⑤収益及び費用の計上基準

a.製品の販売

b.工事契約

⑥のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、７年間の均等償却を行っております。

⑦デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

(３)会計上の見積りに関する注記
ホーチキ株式会社における一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

売上高
(注) 　　　

当社グループは火災報知設備、消火設備及び防犯設備を報告セグメントとしており、製品
の製造及び販売を行っております。このような製品の販売については、顧客との契約に基
づき製品を引き渡した時点で製品の支配が顧客に移転すると判断していることから、製品
の引き渡し時点で収益を認識しております。また、出荷から支配の移転までの期間が通常
の期間であるものについて代替的な取扱いを適用し、国内の販売については出荷時点で収
益を認識しております。海外の販売については船積み時点で収益を認識しております。

当社グループは火災報知設備、保守、消火設備及び防犯設備を報告セグメントとしてお
り、工事契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が
充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履
行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予
想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。なお、履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込
まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、履行義務に対する対価
は、履行義務の充足前に契約負債として受領する場合を除き、履行義務充足後、概ね１年
以内に受領しており、契約における重要な金融要素は含んでおりません。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は次のとおりでありま
す。

8,632　百万円
売上高は、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約のうち、当連結会計年度末時
点で工事等未完成・未引渡しの契約を対象として記載しております（工事等が完成し、
その引き渡しが完了した契約は含めておりません）。
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②連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

a.算出方法

b.主要な仮定

c.翌年度の連結計算書類に与える影響

２．連結貸借対照表に関する注記

(１)受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額は、
それぞれ次のとおりであります。

受取手形
売掛金
契約資産

(２)有形固定資産の減価償却累計額

(３)土地再評価に関する事項

再評価の方法

再評価を行った年月日

565　百万円
18,770　百万円
5,492　百万円

「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布　法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布　法律第19号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

当連結会計年度末までの進捗部分について、一定の期間にわたり履行義務が充足される契
約については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の
測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占
める割合に基づいて行っております。

顧客との合意に基づく工事契約内容の変更及び工事着手後に判明した事象並びに施工の遅
延等により工事原価総額の見積りが変動する場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に
影響を与える可能性があります。

工事原価総額の見積りは、工事に対する専門的な知識と経験を有する施工責任者による一
定の仮定と判断を要し、不確実性を伴うため、工事原価総額の見積りが主要な仮定であり
ます。

17,668　百万円

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公
布 政令第119号）第２条第４号に定める路線価に基づいて
奥行価格補正等の合理的な調整を行って算定する方法、及
び第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算定し
ております。

2002 年 ３ 月 31 日
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(４)貸出コミットメントライン契約

貸出コミットメントラインの総額
借入実行残高
差引額

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)発行済株式の種類及び総数

(注)

(２)剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額

(注)１

(注)２

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

(注)１

(注)２

４．金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

1,003 40.00
2025年

９月30日
2025年

12月８日

2025年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自
社の株式に対する配当金10百万円が含まれております。

2025年11月６日取締役会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自社の
株式に対する配当金8百万円が含まれております。

配当金の
総額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日

26,400,000 ― ― 26,400,000

2026年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり
提案しております。

決議 株式の種類

決議 株式の種類

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 2,006 80.00
2026年

３月31日

51.00
2025年

３月31日

配当の原資
配当金の

総額(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日

効力 発生日

2025年６月26日
定時株主総会

普通株式 1,279
2025年

６月27日

2025年11月６日
取締役会

普通株式

2026年６月25日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬BIP信託が保有する自
社の株式に対する配当金16百万円が含まれております。

2026年
６月26日

効力 発生日

当社グループは、資金運用については短期で安全性の高い金融資産に限定し、また資金調達に
ついては銀行などから借入を行っております。
デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わな
い方針であります。

当連結会計年度
期首

増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)

株式の種類

5,000　百万円
―　百万円

5,000　百万円

柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締結して
おります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高等は次のとおりでありま
す。

2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の
株式数については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記の
「１株当たり配当額」は、当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。
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②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

③金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

(２)金融商品の時価等に関する事項

(※)

(注１) 投資有価証券に関する事項

　リース債務

　(１年以内返済予定を含む) 1,229 1,177

取得原価

△ 52

負債計 1,229 1,177 △ 52

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は66百万円であり、売却益の合計額は37百万円で
あります。また、その他有価証券において、種類ごとの連結貸借対照表計上額、取得原価及び
これらの差額については、次のとおりであります。

(単位：百万円)

「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電
子記録債務」「未払金」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

差額

株式 5
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

4,501

△06

合計 5,780 1,279 4,500

5,780

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。

営業債権である受取手形、売掛金並びに電子記録債権は顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び
残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を定期的に把握できる体制としております。
また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建営業債権は、為替の変動リ
スクに晒されておりますが、個別にデリバティブ取引（為替予約取引）を利用してヘッジして
おります。
投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係
を有する企業の株式であり、定期的に時価を確認する体制としております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに未払金は１年以内の支払期日のもの
であります。
リース債務は、主に設備投資に係る資金調達であります。
営業債務及びリース債務は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループは、適時に資金
繰計画を作成・更新するなどの方法により管理しております。

時価

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注２)参照）。

(単位：百万円)

差額
連結貸借対照表

計上額

　投資有価証券

―　　その他有価証券 5,780

―5,780 5,780資産計

株式 5,774 1,273

種類
連結貸借対照表

計上額
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(注２) 市場価格のない株式等
(単位：百万円)

これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

(注３) 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(注４) リース債務の連結決算日後の返済予定額

リース債務

(３)金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される
当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

１年以内 １年超　５年以内

現金及び預金 27,956 ―

受取手形 565 ―

売掛金

４年超

392 366 292 150 21 7
合計 392 366 292 150 21 7

２年以内 ３年以内 ４年以内 ５年以内
１年以内 ５年超

18,770 ―

電子記録債権 3,430 ―

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 348

(単位：百万円)

―

　　株式

(単位：百万円)
１年超 ２年超 ３年超

―

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３
つのレベルに分類しております。

観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の
時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し
ております。

5,780 ―

　その他有価証券

―

合計 50,723 ―

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３

5,780

資産計 5,780 5,780

合計

投資有価証券
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②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

(注)時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

リース債務

５．収益認識に関する注記

(１)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

売上高

(２)顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

リース債務

負債計 ― 1,177 ― 1,177

1,177―1,177―
（１年以内返済予定を含む）

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている
ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

計

 一時点で
 移転される
 財又はサービス

38,949 ― 362 2,900 42,213

10,178 3,579 63,642

 顧客との契約から
 生じる収益

66,401 22,432 10,541 6,479 105,855

 一定の期間にわたり
 移転される
 財又はサービス

27,451 22,432

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．連結計算書類の作成の
ための基本となる重要な事項　(２)会計方針に関する事項　⑤収益及び費用の計上基準」に記載
のとおりであります。

(単位：百万円)

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

火災報知設備 保守 消火設備 防犯設備

(単位：百万円)
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(３)顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び
に当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込ま
れる収益の金額及び時期に関する情報

①契約資産及び契約負債の残高等
(単位：百万円)

②残存履行義務に配分した取引価格

(単位：百万円)

　未成工事受入金

　受取手形

　売掛金

顧客との契約から生じた債権(期末残高)

　受取手形

　売掛金

契約資産（期首残高）

契約資産（期末残高）

契約負債（期首残高）

合計 30,030

当連結会計年度

599

当連結会計年度

１年以内 17,318

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、次のとおりであ
ります。

契約資産は、顧客との請負契約について期末日時点で進捗しているが未請求の工事等にかかる
対価に対する当社グループの権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社グ
ループの権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。
契約負債は、一定の期間にわたり収益を認識する顧客との請負契約について、工事の進捗に応
じた顧客からの前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま
す。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、
573百万円であります。
当連結会計年度における契約資産の増減は、主に収益の認識による増加と売上債権への振替に
よる減少であります。また、当連結会計年度における契約負債の増減は、主に前受金の受取に
よる増加と収益の認識による減少であります。

583

5,492

顧客との契約から生じた債権(期首残高)

565

18,770

契約負債（期末残高）

　未成工事受入金

19,336

１年超 12,711

5,605

1,495

17,528

19,023
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６．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 円
１株当たり当期純利益 円

(注)１

(注)２

７．重要な後発事象

株式分割

(１)株式分割の目的

(２)株式分割の概要
①分割の方法

②分割により増加する株式数
株式分割前の発行済株式総数 株
今回の株式分割により増加する株式数 株
株式分割後の発行済株式総数 株
株式分割後の発行可能株式総数 株

③分割の日程
基準日公告日 （水曜日）
基準日 （火曜日）
効力発生日 （水曜日）

④１株当たり情報に及ぼす影響

(３)その他
①資本金の額の変更

今回の株式分割に際して、資本金の額に変更はありません。

②当連結会計期間の期末配当金

52,800,000
79,200,000

115,000,000

2026年３月11日
2026年３月31日
2026年４月 １日

87銭

１株当たり情報に及ぼす影響については、「６．１株当たり情報に関する注記」に記載してお
ります。

今回の株式分割は、2026年４月１日を効力発生日としておりますので、2026年３月31日を基準
日とする当連結会計年度の期末配当金は、株式分割前の株式数を対象として支払われます。

2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当連結
会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１
株当たり当期純利益」を算定しております。

当社は、2026年２月４日開催の取締役会決議に基づき、2026年４月１日付で株式分割を行ってお
ります。

投資単位当たりの金額を引き下げることにより、より投資しやすい環境を整えることで、当社株
式の流動性の向上と投資家層のさらなる拡大を図ることを目的としております。

2026年３月31日（火曜日）を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の
所有する普通株式１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

26,400,000

１株当たり純資産額の算定上、役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、当連結会計年度末
発行済株式総数から控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己株式の
当連結会計年度末株式数は636,462株であります。
また、１株当たり当期純利益の算定上、役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、期中平均
株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己株式
の期中平均株式数は636,462株であります。

69銭
916
125
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個別注記表

１．計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記

①資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
・市場価格のない株式等
　以外のもの

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

棚卸資産

製品、仕掛品、工事材料 先入先出法による原価法を採用しております。
製造材料 移動平均法による原価法を採用しております。
特注製品・仕掛品 個別法による原価法を採用しております。
(貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)

②固定資産の減価償却の方法

有形固定資産
(リース資産を除く)

無形固定資産

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

③引当金の計上基準

貸倒引当金

役員賞与引当金

工事損失引当金

時価法を採用しております。
(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定)

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。

ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利
用可能期間（５年以内）に基づく定額法を、その他の無形
固定資産については、定額法を採用しております。

債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に
おける手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、その
金額を合理的に見積もることができる工事について、損失
見込額を計上しております。

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年
度末における支給見込額に基づき計上しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を
採用しております。
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製品補償引当金

退職給付引当金

役員株式給付引当金

④収益及び費用の計上基準

a.製品の販売

b.工事契約

⑤退職給付に係る会計処理

⑥デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの
会計処理の方法と異なっております。

当社は火災報知設備、消火設備及び防犯設備を報告セグメントとしており、製品の製造及
び販売を行っております。このような製品の販売については、顧客との契約に基づき製品
を引き渡した時点で製品の支配が顧客に移転すると判断していることから、製品の引き渡
し時点で収益を認識しております。また、出荷から支配の移転までの期間が通常の期間で
あるものについて代替的な取扱いを適用し、国内の販売については出荷時点で収益を認識
しております。海外の販売については船積み時点で収益を認識しております。

主として、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上
しております。
過去勤務費用は、発生年度に全額費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定年数（13年）による定額法
により按分した金額を、それぞれ発生の翌事業年度から費
用処理しております。
なお、当事業年度において認識すべき年金資産が、退職給
付債務から数理計算上の差異などを控除した金額を超過す
る場合には、前払年金費用として投資その他の資産に計上
しております。

株式交付規程に基づく役員等への当社株式の交付に備える
ため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づ
き計上しております。

当社は火災報知設備、保守、消火設備及び防犯設備を報告セグメントとしており、工事契
約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足される
と判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。履行義務の充
足に係る進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工
事原価の総額に占める割合に基づいて行っております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合
は、原価回収基準にて収益を認識しております。また、履行義務に対する対価は、履行義
務の充足前に契約負債として受領する場合を除き、履行義務充足後、概ね１年以内に受領
しており、契約における重要な金融要素は含んでおりません。

販売済み製品の補償費用などに備えるため、合理的に見積
もられる金額を計上しております。

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該
履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は次のとおりであります。
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（２）会計上の見積りに関する注記

①当事業年度の計算書類に計上した金額

売上高
(注) 　　　

②計算書類利用者の理解に資するその他の情報  

２．貸借対照表に関する注記

(１)関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものは除く）
関係会社に対する短期金銭債権
関係会社に対する短期金銭債務

(２)有形固定資産の減価償却累計額

(３)土地再評価に関する事項

再評価の方法

再評価を行った年月日

（４）貸出コミットメントライン契約

貸出コミットメントラインの総額
借入実行残高
差引額

柔軟な資金調達手段を確保するため、取引銀行３行と貸出コミットメントライン契約を締結して
おります。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高等は次のとおりであります。

5,000　百万円
―　百万円

5,000　百万円

3,871　百万円

2002 年 ３ 月 31 日

一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

8,632　百万円

12,842　百万円

売上高は、一定の期間にわたり履行義務が充足される契約のうち、当事業年度末時点で
工事等未完成・未引渡しの契約を対象として記載しております（工事等が完成し、その
引き渡しが完了した契約は含めておりません）。

連結注記表「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項　(３)会計上の見積りに
関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

1,259　百万円

「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年３月31日公
布 政令第119号）第２条第４号に定める路線価に基づいて
奥行価格補正等の合理的な調整を行って算定する方法、及
び第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価によって算定し
ております。

「土地の再評価に関する法律」（1998年３月31日公布 法律第34号）及び「土地の再評価に関す
る法律の一部を改正する法律」（2001年３月31日公布 法律第19号）に基づき、事業用の土地の
再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部
に、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
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３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
売上高
仕入高
販売費及び一般管理費
営業取引以外の取引高

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

(注)１

 　 ２
 　 ３

５．税効果会計に関する注記

（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金
未払賞与
棚卸資産評価損
未払社会保険料
その他
繰延税金資産小計
評価性引当額
繰延税金資産合計

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

株式の種類 当事業年度期首

2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。上記
の株式数については、当該株式分割前の株式数を記載しております。

自己株式の株式数の増加37株は、単元未満株式の買取によるものであります。

1,531,570 37 ―

826　百万円
221　百万円

6,008　百万円
1,609　百万円
262　百万円
884　百万円

増加 減少 当事業年度末

自己株式の当事業年度末株式数には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式212,154株が
含まれております。

普通株式(株)

122　百万円
640　百万円

3,706　百万円
△11　百万円

△1,355　百万円

3,694　百万円

1,897　百万円

1,531,607

△1,355　百万円

2,339　百万円
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６.関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社及び法人主要株主等
(単位:百万円)

上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておらず、当事業年度末残高には消費税等を含めております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)　市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。

（２）子会社及び関連会社等
(単位:百万円)

上記の金額には消費税等を含めておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注１)　市場価格を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。

　(注２)　資金の貸付はグループ全体の資金効率化を図るために貸付を実施したものであり、利率は市中金利を勘案し決定
しております。

（３）兄弟会社等
該当事項はありません。

（４）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

子会社
ホーチキアジア
パシフィックPTE

リミテッド
100.00%

シンガポール
において当社
の製品の販売

火災報知設備
の販売(注１)

856
受取手形、
売掛金及び
契約資産

805

303

属性 名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容
当事業年度末

残高

アメリカにお
いて当社の製
品の製造及び

販売

100.00%
ホーチキアメリ
カコーポレー

ション
子会社

利息の受取(注２)

取引金額

42

火災報知設備
の販売(注１)

701

科目

3,152

取引の内容

―

資金の回収

資金の貸付

関係会社
長期貸付金

流動資産
その他

2,157
受取手形、
売掛金及び
契約資産

779

404

140

科目
議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係

ＡＬＳＯＫ
株式会社

17.51%
火災報知設備
及び防犯設備
等の販売(注)

名称属性
当事業年度末

残高
取引金額

その他の
関係会社

火災報知設備
及び防犯設備

等の販売

受取手形、
売掛金及び
契約資産
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７．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

８．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 円
１株当たり当期純利益 円

(注)１

(注)２

９．重要な後発事象

株式分割

詳細につきましては連結注記表「７.重要な後発事象」に記載しております。

１株当たり純資産額の算定上、役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、当事業年度末発
行済株式総数から控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己株式の
当事業年度末株式数は636,462株であります。
また、１株当たり当期純利益の算定上、役員報酬BIP信託が保有する当社株式は、期中平
均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、控除した当該自己
株式の期中平均株式数は636,462株であります。

2026年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当事
業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産額」及び「１
株当たり当期純利益」を算定しております。

当社は、2026年２月４日開催の取締役会決議に基づき、2026年４月１日付で株式分割を行ってお
ります。
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連結注記表「５．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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